
令和７年度第１回四街道市総合計画審議会 

会議次第 

 

日 時：令和７年８月７日（木） 

    午後２時から 

場 所：四街道市役所４階第２委員会室 

 

 

１．開 会 

 

２．会長挨拶 

 

３．会議の公開・非公開 

 

４．議 題 

（1） 四街道市総合計画第１期基本計画（HAPPY SMILE PLAN）進行 

管理について 

（2） 令和６年度地方創生臨時交付金の効果検証について 

（3） 令和６年度企業版ふるさと納税の効果検証について 

（4） その他 

 

５．閉 会 



四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度実施）総括 資料№１

【令和６年度進捗状況】

≪成果指標≫

◎ ○ ▲ －
達成 進捗あり 進捗なし 評価対象外

27 13 14 11 29

40.3% 19.4% 20.9% 16.4% 43.3%

3 2 1 1 8

25.0% 16.7% 8.3% 8.3% 66.7%

2 1 1 0 1

66.7% 33.3% 33.3% 0.0% 33.3%

1 1 0 0 2

33.3% 33.3% 0.0% 0.0% 66.7%

0 0 0 1 2

0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 66.7%

0 0 0 0 3

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0%

24 11 13 10 21

43.6% 20.0% 23.6% 18.2% 38.2%

6 1 5 2 3

54.5% 9.1% 45.5% 18.2% 27.3%

4 4 0 3 5

33.3% 33.3% 0.0% 25.0% 41.7%

4 0 4 3 4

36.4% 0.0% 36.4% 27.3% 36.4%

6 4 2 1 3

60.0% 40.0% 20.0% 10.0% 30.0%

4 2 2 1 6

36.4% 18.2% 18.2% 9.1% 54.5%

≪実施計画事業≫

◎ ○ ● ▲ －
完了 計画を上回る 計画どおり 計画に遅れ 評価対象外

258 1 7 250 10 18

90.2% 0.3% 2.4% 87.4% 3.5% 6.3%

39 0 1 38 5 4

81.3% 0.0% 2.1% 79.2% 10.4% 8.3%

55 0 2 53 0 3

94.8% 0.0% 3.4% 91.4% 0.0% 5.2%

47 0 2 45 0 1

97.9% 0.0% 4.2% 93.8% 0.0% 2.1%

52 0 0 52 5 7

81.3% 0.0% 0.0% 81.3% 7.8% 10.9%

48 1 1 46 0 1

98.0% 2.0% 2.0% 93.9% 0.0% 2.0%

17 0 1 16 0 2

89.5% 0.0% 5.3% 84.2% 0.0% 10.5%

【令和６年度総評】

行財政運営

再掲12事業

再掲20事業

再掲12事業

再掲1事業

48

64

49

19

教育・文化・スポーツ

くらし・環境

にぎわい・共創

健康・福祉・子育て 再掲9事業

進捗

全体

合計

ふるさとを誇れる道

こどもがまんなかの道

人によりそうやさしい道

全体 67

未来を応援する道

重点プロジェクト成果指標（計）

　庁内横断的組織である総合計画推進本部のもとで、情報の共有と全庁的な事業展開を進めるとともに、総合計画審議会
での意見を踏まえ、限りある行政資源の効果的な活用による効率的な事業の進捗を図ることで、第１期基本計画（HAPPY 
SMILE PLAN)の実効性を確保します。

分
野

3

3

区分 合計 進捗 備考

3

12

区分

11

10くらし・環境

にぎわい・共創

総評 総合計画審議会意見

　総合計画第1期基本計画における施策において、成果指標について
は、全67指標のうち、27指標（40.3%）において、現況値（令和4年度時
点）から進捗があり、そのうち、13指標（19.4％）において目標値を達
成しています。
　また、実施計画事業については、全286事業（再掲63事業）のうち、
258事業（90.2%）において進捗しており、10事業（3.5%）について、計
画に遅れがあったものの概ね計画通りに進捗しています。
　なお、成果指標において、現状値から更新がなかったもの、実施計画
事業において、令和7年度以降に事業を開始するもの等については、評
価対象外としています。

分野別政策成果指標（計）

安全・安心

健康・福祉・子育て

教育・文化・スポーツ

3

安全・安心

備考

286

48

58

再掲63事業

再掲9事業

55

11

12

11

1
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）成果指標

様式説明

成果指標
現状値

（令和４年度）
令和６年度

目標値
（令和10年度）

進捗状況 備考

地域に応援されていると感じる
人の割合

調査未実施のため
現状値なし

－ 50.0% －：評価対象外
令和7・9年度

調査予定

夢や目標をもっている児童生徒
の割合

小学生 79.7%
中学生 68.0%

小学生 86.2%
中学生 68.6%

全国平均以上かつ増加 ◎：達成
全国平均
小学生 82.4%
中学生 66.3%

政策の推進度
調査未実施のため

現状値なし
－

中間年度の数値を
上回る

－：評価対象外
令和7・9年度

調査予定

「こども110番の家」新規登録件
数

73件 43件 116件 ▲：進捗なし

青少年育成支援に関するイベン
トの参加者数

27人 48人 70人 ○：進捗あり

【現状値】：令和４年度実績値（計画策定時の最新値が令和４年度と異なる場合は、(　)にその年度を記載）

【令和６年度】：令和６年度実績値

【目標値】：令和10年度目標値

　　　　　　※中間年度の数値とは、令和７年度に実施する市民意識調査の値を指します。

【進捗状況】：令和６年度の進捗状況について、次の４つの区分で判定

◎：達成

○：進捗あり

▲：進捗なし

－：評価対象外

【備考】：令和６年度実績値と比較する全国平均の数値を記載

現状値から数値の更新がなかったもの

令和６年度実績値が目標値を達成したもの

令和６年度実績値が目標値に向け進捗したもの

令和６年度実績値が目標値に向け進捗しなかったもの
※現状値から数値の更新がなかったものを除く

HAPPY SMILE PLANに定める77の成果指標（内訳：重点プロジェクト12指標、分野10指標、政策55指標）

のうち、分野の10指標については、市民意識調査の数値を用いるため、令和６年度時点では、数値の更

新がなかったことから、これを除いた67指標のみ掲載しています。
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）重点プロジェクト成果指標の進捗状況

priority

点 重点プロジェクト

futute

来 未来を応援する道

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－ 50.0% －：評価対象外
令和7・9年度

調査予定

小学生 79.7%
中学生 68.0%

小学生：86.2%
中学生：68.6%

全国平均以上かつ増加 ◎：達成
全国平均

小学生 82.4%
中学生 66.3%

新規事業のため
現状値なし

17事業者 25事業者 ○：進捗あり

hometown

さと ふるさとを誇れる道

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

74.7%
（令和３年度）

－ 76.0% －：評価対象外
令和7・9年度

調査予定

小学生 72.3%
中学生 64.1%

－
小学生 79.2%
中学生 74.5%

－：評価対象外
令和9年度
調査予定

97,361人 140,754人 117,408人 ◎：達成

children

ども こどもがまんなかの道

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

80.1% － 84.1% －：評価対象外
令和9年度
調査予定

1.43
（令和３年度）

1.35
（令和５年度）

1.58 ▲：進捗なし

2.08人 － 現状値以上 －：評価対象外
令和9年度
調査予定

citizen

人によりそうやさしい道

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

79.0%
（令和３年度）

－ 82.0% －：評価対象外
令和7・9年度

調査予定

80.5% － 81.0% －：評価対象外
令和9年度
調査予定

67.1%
（令和２年度）

－ 72.0% －：評価対象外
令和7年度
調査予定

未

ふる

子

人

重

合計特殊出生率

予定している子どもの人数
（子育て世帯）

成果指標

地域に応援されていると感じる
人の割合

夢や目標をもっている児童生徒
の割合

未来応援サポート事業者数

成果指標

住み良いと感じる人の割合

毎日を健やかに充実して暮らせ
ていると感じる市民の割合

現在お住まいの地域との関わり
について、満足している市民の
割合

成果指標

四街道を好きと感じる人の割合

四街道市をふるさとであると感
じる児童生徒の割合

観光入込客数

成果指標

子育てしやすいと感じる人の割
合
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）分野別政策成果指標の進捗状況
sector

野 安全・安心

policy

策 災害リスクを想定した防災対応力を向上させる

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

82件 94件 105件 ○：進捗あり

4組織 9組織 16組織 ○：進捗あり

指定箇所なし 3か所 14か所 ○：進捗あり

policy

策 安全・安心な暮らしを守る

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

69.0% 73.6% 74.0% ○：進捗あり

954人 1,205人 1,502人 ○：進捗あり

496件 590件 現状値以下 ▲：進捗なし

policy

策 災害に強い都市基盤を整備する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

37.2% 47.8% 41.2% ◎：達成

98ｍ 98ｍ 180ｍ ▲：進捗なし

避難所運営委員会の設置

救命講習の参加人数

成果指標

政策の推進度

水道管路の耐震化率

排水路の整備延長

政

成果指標

政策の推進度

住宅用火災警報器設置率

刑法犯認知件数

政

指定福祉避難所の指定箇所数

分

政

成果指標

政策の推進度

民間企業との連携数
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）分野別政策成果指標の進捗状況
sector

野 健康・福祉・子育て

policy

策 いつまでも健やかに暮らすための環境を構築する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

98.0% 98.1% 現状値以上 ◎：達成

10.1% 9.7% 23.5% ▲：進捗なし

98.2% 98.3% 現状値以上 ◎：達成

policy

策 みんなで支え合う福祉環境を整備する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

20.6% － 19.6%以下 －：評価対象外
令和7・10年度

調査予定

調査未実施のため
現状値なし

40.7%
令和６年度実施予定の
調査の数値を上回る

－：評価対象外

2,222人 1,772人 2,454人 ▲：進捗なし

policy

策 子育てをみんなで応援する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

14施設 14施設 20施設 ▲：進捗なし

15か所 21か所 現状値以上 ◎：達成

0人 0人 0人 ◎：達成

政

成果指標

政策の推進度

地域と連携した子どもの居場所
の数

待機児童数

赤ちゃんの駅の登録件数

ボランティアセンターの登録者
数

政

成果指標

政策の推進度

１歳６か月児健康診査の受診率

大腸がん検診受診率

麻しん・風しん混合（MR）ワク
チン１期の完了率

政

成果指標

政策の推進度

フレイルありの割合

障がいのある人が暮らしやすい
と感じる割合

分
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）分野別政策成果指標の進捗状況
sector

野 教育・文化・スポーツ

policy

策 一人ひとりの個性を活かして学校教育を推進する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

56.4% 51.1% 56.9% ▲：進捗なし

小学６年生
全国平均とほぼ同じ
中学３年生
全国平均をやや下回る

小学６年生
全国平均を下回る
中学３年生
全国平均を下回る

全国平均以上 ▲：進捗なし

policy

策 子どもの健全な成長を支える

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

1校 3校 17校 ○：進捗あり

73件 43件 116件 ▲：進捗なし

27人 48人 70人 ○：進捗あり

policy

策 生きがいづくりの環境を整備する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

73人 121人 123人 ○：進捗あり

5,767人 10,950人 27,081人 ○：進捗あり

58.8% － 67.3% －：評価対象外
令和9年度
調査予定

青少年育成支援に関するイベン
トの参加者数

政

成果指標

政策の推進度

市民文化祭の参加者数

週１回以上の運動実施率

市民大学講座の受講者数

政

成果指標

政策の推進度

コミュニティ・スクール導入校
数

「こども110番の家」新規登録
件数

全国学力・学習状況調査におけ
る平均正答率

分

政

成果指標

政策の推進度

小学校における外国語科の実施
に対する保護者の満足度
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）分野別政策成果指標の進捗状況
sector

野 くらし・環境

policy

策 住み良さを実感できる環境を整備する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

72.2%
（平成26年度）

79.0% 82.0% ○：進捗あり

275棟 266棟 現状値以下 ◎：達成

policy

策 安心して利用できる道路交通基盤を整備する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

5件 9件 7件 ◎：達成

18路線 18路線 18路線 ◎：達成

policy

策 地球にやさしい地域社会を構築する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

415千t－CO2
（令和２年度）

431千t-CO2以下
（暫定値）

(令和４年度)
265千t－CO2 ▲：進捗なし

47人 52人 180人 ○：進捗あり

765g 717ｇ 755g以下 ◎：達成１人１日あたりのごみ排出量

政

成果指標

政策の推進度

バリアフリー化した歩道整備数

交通路線数

政

成果指標

政策の推進度

市域からの二酸化炭素総排出量

自然環境保全活動ボランティア
参加人数

市で把握している空家数

分

政

成果指標

政策の推進度

市民の住環境についての満足度
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四街道市総合計画第１期基本計画進行管理（令和６年度）分野別政策成果指標の進捗状況
sector

野 にぎわい・共創

policy

策 地理的優位性を活かした地域経済の活性化を推進する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

2,370所
（令和３年度）

－ 2,489所 －：評価対象外
令和6年度デー
タは令和7年中
に公表予定

10,277人
（令和２年度）

－ 10,791人 －：評価対象外
令和7年度
調査予定

31団体 33団体 33団体 ◎：達成

policy

策 地域の魅力を磨き上げＰＲする

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

新規事業のため
現状値なし

1,648人 550人(累計） ◎：達成

75件 62件 93件 ▲：進捗なし

policy

策 みんなで創るまちづくりを推進する

現状値
（令和４年度）

令和６年度
目標値

（令和10年度）
進捗状況 備考

調査未実施のため
現状値なし

－
中間年度の数値を

上回る
－：評価対象外

令和7・9年度
調査予定

18件（累計） 23件（累計） 40件（累計） ○：進捗あり

22団体 40団体 56団体 ○：進捗あり

女性 9.1%
男性 20.9%

（令和２年度）
－

女性 25.0%
男性 35.0%

－：評価対象外
令和7年度
調査予定

成果指標

政策の推進度

「コラボ四街道」による協働事
業件数

ふるさとまつり参加団体数

男女の地位は現在において平等
になっていると思う市民の割合

プレスリリース数

政

分

政

成果指標

政策の推進度

就業者数

認定農業者数

事業所数

政

成果指標

政策の推進度

親子イベント参加者数
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資料No.2

（案）

物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金活用事業

令和6年度実施



1.令和6年度実施事業

割合

総事業費 199,197,134円 92.0%

総事業費 17,317,122円 8.0%

総事業費 216,514,256円 100.0%

〇事業費ベースでは、9割以上を市民生活への支援に活枮しました。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和6年度実施）総括

分　野 事業費

5 事業1.市民生活への支援

合　計 8 事業

2.事業者等への支援 3 事業

　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金は、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活
者や事業者に対し、地域の実情に応じてきめ細やかに必要な事業を実施できるよう創設された国の交付金で
す。
　本交付金については、令和4年9月に、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市民生活や事
業者に対して重点的な支援を行うことを目的とした「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金」
として創設され、国から推奨事業メニューが示されました。
　その後、令和5年11月に閣議決定された、「デフレ完全脱却のための総合経済対策」では、交付金の名称を
「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」とし、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付
金」との連続性を考慮した推奨事業メニューに基づき、生活者や事業者を引き続き支援することが示されま
した。
　令和6年度においても、11月22日に閣議決定された、「国民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済
対策」の中で、推奨事業メニューに基づき、物価高騰の影響を受けた生活者や事業者を引き続き支援するこ
とが示されました。
　本市では、国の交付金の主旨を踏まえ、推奨事業メニューに基づき「1.市民生活への支援」、「2.事業者
等への支援」の分野に分類して幅広く活枮しました。

190,716,000円 国からの交付金額

事業数

1-1住民税均等割のみ課税世帯生活支援臨

時給付金支給事業, 42,150,370 円

1-2学校給食支援事業

(食材料費価格上昇相当分), 

18,400,306 円

1-3学校給食支援事業

(米穀等価格上昇相当分), 6,556,138 円

1-4キャッシュレス決済ポイント還元事業, 

107,774,552 円

1-5省エネ家電製品等購入補助金

事業, 24,315,768 円

2-1介護サービス事業所支援事業, 

4,608,604 円

2-2障がい福祉サービス等事業所支

援事業, 5,507,638 円

2-3地域公共交通事業者支援事業, 

7,200,880 円

総事業費

216,514,256円

件数

5 件

1 件

2 件

1 件

1 件

3 件

2 件

1 件

8 件

実施件数等 事業効果

1-1
支給件数 1,230世帯 41,180,000円
(子ども加算 111世帯 4,280,000円含む) ①

1-2 支援件数 6,678件 18,276,932円 ②

1-3
支援食数 669,988食 6,556,138円
(一食当たり約9.8円) ②

1-4
還元額 100,534,574円
(経済効果額 約1,005,346,000円) ③

1-5 交付件数 838件 24,000,000円 ④

2-1
支給件数 入所系施設  5件 1,000,000円
　　　　 その他施設 36件 3,600,000円 ⑤

2-2
支給件数 入所系施設 12件 2,400,000円
　　　　 その他施設 31件 3,100,000円 ⑤

2-3 支給件数 8件 7,200,000円 ⑥

事業分野

事業者等への支援

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

⑥地域公共交通や地域観光業等に対する支援

合　計

2.総評

キャッシュレス決済ポイント還元事業

省エネ家電製品等購入補助金事業

1.市民生活への支援

　本市では国の推奨事業メニューを踏まえて本交付金を活枮し、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影
響を受けている市民の暮らしを守るための支援として、5事業(総事業費199,197,134円)を実施するととも
に、市内事業者の事業やサービス提供継続のための支援として、3事業(総事業費17,317,122円)を実施しまし
た。
　これら独自支援策として、合計8事業(総事業費216,514,256円)を実施し、幅広い事業効果をあげることが
できました。

介護サービス事業所支援事業

障がい福祉サービス等事業所支援事業

地域公共交通事業者支援事業

住民税均等割のみ課税世帯生活支援臨時給付金支給事業

 学校給食支援事業(食材料費価格上昇相当分)

 学校給食支援事業(米穀等価格上昇相当分)

2.事業者等への支援

事業効果

市民生活への支援

③消費下支え等を通じた生活者支援

④省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

1



No. 事業名 担当課 事業概要
事業
効果

総事業費 199,197,134 円

1-1
住民税均等割のみ課税世
帯生活支援臨時給付金支
給事業

社会福祉課

市内の低所得世帯に対
し、給付金を支給

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の負担感が大きい低所
得世帯に給付金を支給することにより、生活の支援を行うこ
とができました。
支給額：一世帯当たり3万円
　　　　(18歳以下の子ども一人当たり2万円の子ども加算)

支給件数 1,230世帯 41,180,000円
(子ども加算 111世帯 4,280,000円含む)

① 42,150,370 円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和6年度実施）一覧

令和6年度実施事業【8事業】

事業成果 事業費

【分野】
1.市民生活への支援

事業費

【分野】

分野番号、分野名を記載

【事業費】

分野ごとの総事業費を記載

【基本情報】

事業No.、事業名、令和6年度の担当課名、事業概要を記載

事業No.は、（分野番号）-（通しNo.）を記載

【事業効果】

事業の効果を記載

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得世帯支援

②エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う子育て世帯支援

③消費下支え等を通じた生活者支援

④省エネ家電等への買い換え促進による生活者支援

⑤医療・介護・保育施設、学校施設、公衆浴場等に対する物価高騰対策支援

⑥地域公共交通や地域観光業等に対する支援

【事業成果】

左に事業成果の内容と

右に定量的なデータ（実績値）を記載

一覧表の見方
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No. 事業名 担当課 事業概要
事業
効果

総事業費 199,197,134 円

1-1
住民税均等割のみ課税世
帯生活支援臨時給付金支
給事業

社会福祉課

市内の低所得世帯に対
し、給付金を支給

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の負担感が大きい低所
得世帯に給付金を支給することにより、生活の支援を行うこ
とができました。
支給額：一世帯当たり3万円
　　　　(18歳以下の子ども一人当たり2万円の子ども加算)

支給件数 1,230世帯 41,180,000円
(子ども加算 111世帯 4,280,000円含む)

① 42,150,370 円

1-2
学校給食支援事業
(食材料費価格上昇相当
分)

指導課

市内の子育て世帯等に対
し、食材料費価格上昇相
当分を喫食数に応じて支
援

令和4年度（学校給食費改定前）に対する食材料費価格上昇
相当分を喫食数に応じて支援することで、エネルギー・食料
品価格等の物価高騰の影響を受けた子育て世帯の経済的負担
を軽減することができました。
支援上限額：小学校　2,500円/一人
　　　　　　中学校　3,500円/一人
　　　　　　(教職員は除く）

支援件数 6,678件 18,276,932円

② 18,400,306 円

1-3
学校給食支援事業
(米穀等価格上昇相当分)

指導課

市内の子育て世帯等に対
し、食材料費価格上昇相
当分を米飯回数に応じて
支援

学校給食について、米穀等の価格の上昇に伴う保護者の経済
的負担を抑制するため、市内小中学校の学校給食用米穀等価
格の値上がり相当分を米飯回数に応じた支援を行うことがで
きました。

支援食数 669,988食 6,556,138円
(一食当たり約9.8円)

② 6,556,138 円

1-4
キャッシュレス決済ポイ
ント還元事業

産業振興課

市民等に対し、キャッ
シュレス決済した場合に
ポイントを還元するキャ
ンペーンを開催

キャッシュレス決済ポイント還元キャンペーンを実施したこ
とにより、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受
けた市民生活等の消費の下支え、地域経済の活性化を支援す
ることができました。
キャンペーン期間：令和6年10月1日～11月30日
　　　　　　　   （計61日間）
還元率：支払い額の最大10％
ポイント付与上限：1,000円/回、3,000円/期間

還元額 100,534,574円
(経済効果額 約1,005,346,000円)

③ 107,774,552 円

1-5
省エネ家電製品等購入補
助金事業

環境政策課

市民に対し、一定基準を
満たす省エネ家電製品等
の購入費を補助

省エネ性能に優れた家電製品等によるエネルギー利用の合理
化の促進により、地球温暖化対策の推進と市内の経済の活性
化を図り、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受
けた家庭におけるエネルギー費用負担の軽減に寄与すること
ができました。
補助額：購入金額の20％(最大4万円)

交付件数 838件 24,000,000円

④ 24,315,768 円

事業費

事業費

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和6年度実施）一覧

令和6年度実施事業【8事業】

事業成果 事業費

【分野】
1.市民生活への支援

事業費

事業費

事業費
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No. 事業名 担当課 事業概要
事業
効果

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金活用事業（令和6年度実施）一覧

令和6年度実施事業【8事業】

事業成果 事業費

17,317,122 円

2-1
介護サービス事業所支援
事業

高齢者支援課

市内の介護サービス事業
所に対し、支援金を支給

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市内介
護サービス事業所に支援金を支給することで、サービス提供
継続を支援することができました。
支援額：入所系施設　20万円
　　　　その他施設　10万円

支給件数 入所系施設  5件 1,000,000円
　　　　 その他施設 36件 3,600,000円

⑤ 4,608,604 円

2-2
障がい福祉サービス等事
業所支援事業

障がい者支援課

市内の障がい福祉サービ
ス等事業所に対し、支援
金を支給

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた市内障
がい福祉サービス等事業所に支援金を支給することで、サー
ビス提供継続を支援することができました。
支援額：入所系施設　20万円
　　　　その他施設　10万円

支給件数 入所系施設 12件 2,400,000円
　　　　 その他施設 31件 3,100,000円

⑤ 5,507,638 円

2-3
地域公共交通事業者支援
事業

政策推進課

地域公共交通事業者に対
し、支援金を支給

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた地域公
共交通を担っているバス事業者（貸切バスを含む）及びタク
シー事業者に支援金を支給することで、市民等の移動手段の
維持確保を支援することができました。
支援額：
①市内に本店又は営業所を置き、四街道駅又は物井駅を経由
　する路線を有する乗合バス事業者…1路線当たり40万円
②市内に本店又は営業所を置かず、四街道駅又は物井駅を経
　由する路線を有する乗合バス事業者…1路線当たり20万円
③市内に本店又は営業所を置く法人の貸切バス事業者
　…1事業者当たり40万円
④市内に本店又は営業所を置く法人のタクシー事業者
　…1事業者当たり20万円

支給件数 8件 7,200,000円

⑥ 7,200,880 円事業費

【分野】
2.事業者等への支援

総事業費

事業費

事業費
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資料No.3

令和６年度企業版ふるさと納税の効果検証について（案）

【はじめに】

【寄附受入実績】

 １　“選ばれる”まちづくり～四街道市への人の流れを創る～

政策推進課

“選ばれる”ま
ちづくりをめざ
したシティプロ
モーション推進
事業

本市が持つさま
ざまな魅力を積
極的に市内外に
発信することに
より、本市の認
知度を向上させ
るとともに、イ
メージをアップ
させます。

971,123 900,000
阪神金属興業㈱
ほか非公表１社

　子育て世代の方が多く利用する、市外の
商業施設や宿泊施設、京葉道路の幕張パー
キングエリア等にPRパンフレットを配架す
るとともに、東関東自動車道にかかる陸橋
に市のPR横断幕を掲出することで効果的に
市の魅力を発信することができました。
　また、各分野で活躍されている四街道市
PR大使2名の等身大パネルの作成や、新し
いシティセールスロゴマークを活用した
グッズの制作・配布を行うことで、市の認
知度向上を図りました。
　その他、地方創生に資する各種施策を総
合的な観点から推進することで、令和６年
度中も、子育て世代を中心に転入超過
（458人）を維持することができ、「四街
道市への人の流れを創る事業」として効果
がありました。

みんなで課

“選ばれる”ま
ちづくりをめざ
した多文化共生
推進事業

地域の現況や課
題を踏まえた多
文化共生に関す
る市の方向性を
示す「（仮称）
多文化共生社会
推進プラン」を
策定します。

2,323,620 600,000
シンユービジネス㈱

ほか非公表１社

「（仮称）多文化共生社会推進プラン」の
策定に向けた基礎資料とするため、日本人
市民の意識・共生に係る課題や外国人市民
の生活・意識、生活支援ニーズなどを明ら
かにすることを目的として、多文化共生市
民意識調査を実施しました。
　誰にとっても住みやすく、みんなが快適
に過ごせるまちづくりを推進することがで
き、「四街道市への人の流れを創る事業」
として効果がありました。

 ２　“未来につなぐ”まちづくり～結婚・出産・子育ての希望をかなえる～

政策推進課

“未来につな
ぐ”まちづくり
をめざしたメモ
リアルフォト
ブース事業

メモリアルフォ
トブースを市役
所庁舎に設置
し、結婚の機運
を高めるととも
に、若い世代の
転入や定住促進
を図ります。

383,759 300,000 阪神金属興業㈱

　市役所本館１号棟１階に、四街道市PR大
使の世古乙羽さん監修のメモリアルフォト
ブースを設置し、結婚した方やお子さんが
生まれた方等の思い出の瞬間をかたちに残
すことができる場を設けることができまし
た。
　あわせて、結婚記念グッズとして、四街
道市で婚姻届を提出されたご夫婦にス
ティックバルーンをプレゼントしました。
　地域で結婚や出産を祝福し、市への愛着
や結婚・出産に対する機運の醸成を図るこ
とができ、「結婚・出産・子育ての希望を
かなえる事業」として効果がありました。

※寄附企業名について、企業が公表を希望されない場合、非公表と記載しています。

【効果検証結果】

　令和６年度における寄附受入実績は、3事業に４社から計1,800,000円の寄附を受入れました。
　令和５年度における寄附受入実績は、1事業に２社から計450,000円の寄附を受入れであったことを踏まえると、令和６年度は寄附受入事
業、寄附社数、寄附受入額のいずれにおいても増加となり、民間の資本を活用しながら、効果的に地方創生の取組を推進することができました。
　令和７年度についても、総合計画第１期基本計画HAPPY SMILE PLANにおける４つのまちづくりの推進力（エンジン）の一つとして設定し
ている公民連携の観点を踏まえ、成果報酬型の企業版ふるさと納税支援サービスも活用しながら、寄附検討企業への効果的なアプローチを図るこ
とで、引き続き、民間事業者と連携した地方創生の取組の推進を図ります。

　本市は地方創生の取組の一つとして、「四街道市まち・ひと・しごと創生推進計画」を策定し、令和３年度から地方応援税制（企業版ふるさと
納税）の認定を受け、企業の皆様から御支援をいただきながら、地方創生の取組を推進してきました。
　この度、令和６年度の寄附受入結果について、以下のとおり効果検証を行います。

事業効果担当部署 事業名称 事業内容
決算額
（円）

寄附受入額
（円）

寄附企業

寄附企業 事業効果担当部署 事業名称 事業内容
決算額
（円）

寄附受入額
（円）


